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「同和J地区児童密生徒の学力実態と
その学力規定要因研究が問いかけるもの
一－2002年同和対策事業の廃止と学校改革を目前にして一一
1.はじめに
1969年に「同和対策事業特別措置法Jが
制定されて以来，同和対策特定事業に対す
る財政的特別措置を講じる法律が約30年間
継続した。 1997年3月初日に「地域改善対
策特定事業に係る国の財政上の特別措置に
関する法律J の「一部を改正する法律案J
が成立し，現行45事業のうち高校奨学金＠
住宅改良＠小集落地区改良＠道路＠街路＠
公共下水道＠住宅新築など15事業のみが残
る5年関実施されることになった。そし
て， 2002年度からは，特別措置としての同
和対策事業を廃止して，一般施策の中にお
いて，「同和」問題の解決をはかるという
方針が打ち出された。 1)
京都市においても， 1996年8月「今後に
おける京都市同和行政の在り方について
（意見具申）」 2）が公表され，その翌年度
からラ同和対策としての62事業のうち， 17
事業が廃止， 23事業が一般対策へ移行， 3 
事業が改定された。高校＠大学への奨学金
などの19事業だけが5年間暫定継続される
ことになった。京都市は翌年4月に「依命
通達」を出し， 5年後の2002年度を当初目
標にして，同和対策事業を終結する方針を
も公表した。 3)
これらの同和対策事業の縮小，終結の根
※ 部落問題、同和教育
？？口 等
拠になっているのは，「生活環境の改善を
はじめとする物的な基盤整備がおおむね完
了するなど着実に成果を上げ，様々な面で
存在していた格差は大きく改善された」と
いう共通認識である。しかし，一方では
r高等学校や大学での進学率にみられるよ
うな教育の問題，これと密接に関連する不
安定就労の問題，産業面の問題など，格差
がなお存在している分野がみられる。差別
意識は着実に解消に向けて進んでいるもの
の結婚問題を中心に依然として根深く存在
している」との課題がラなお存続している
現状も指摘されている O 4) 
この2002年という年は， くしくも完全学
校週五日制と新指導要領に基づく学校改革
が実施される年である。昨年11月に文部省
は γ新学力観J tこ基づき，「ゆとりの中で，
自ら学び考える力を育成するJ ことをめざ
した，小中学校の学習指導要領案等を公表
した。さらに今年3月には，これらとほぼ
同じ観点に立った高等学校の学習指導要領
案も公表された。「ゆとり J 「指導内容の厳
選＠スリムイL「教科の多様化と学校裁量
の拡大J を提唱する今度の学習指導要領改
正案については，他方で児童＠生徒の学力
格差を拡大するのではないかということが
懸念されている。
このような変革の時代を迎える中，「同
和」地区児童＠生徒（以下ヲ同和地区を
「地区Jラその児童。生徒を「地区生J と
いう）の学力保障についてヲ近年の学力実
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く表1> 10段階評定の各科合計を上・中・下位群に分類した比較（京都市）
小学校 （罰・社・算・理）
L群（4教科合計点、 4～ 1 5) 
S群（4教科合計点 1 6～3 1) 
H群（4教科合計点、 3 2～4 0) 
中学校（冨・社・数・理・英）
L群（5教科合計点、 5～ 1 9) 
S群（5教科合計点 2 0～3 9) 
H群（4教科合計点 3 2～4 0) 
出典）同和地区児童生徒実態調査プロジェクト会議資料より作成
態調査や学力規定要因研究成果をもとに，
以下考察する。
2. I同和J地区児童＠生徒の深刻な
学力実態
「地区生J の「学力」に関する調査
は， 1950年代以降約80件が各地で実施され
てきた0 5）これらの調査は，当初「地区
生J と家族＠家庭に関する「生活実態J,
つまり教育環境 e教育条件に関する調査に
重点、が置かれていた。 1985年以降の調査は，
従前の γ生活実態調査J に「学力（学習理
解度）調査J を加え，最近はさらに児童＠
生徒や保護者の γ意識調査」を重ね合わせ
るという傾向が主流になっている。また，
これらの調査結果から，学力を規定する
「要因」についての研究も実施されている。
結論的には，「地区生J の学力実態は，
長年にわたる低学力を克服するには至って
いなしユ。その特徴は，最近の各調査結果等
から概ね次のように要約することができる。
( 1 ）「学力検査J にみる学力
「学力検査j は，いわゆる「狭義の学
力j の測定であるがラ学力調査の中ではこ
れが圧倒的に多い。まず，「平均点、（正答
率）J比較では，「地区生J が「同和」地区
以外の児童＠生徒（以下，「地区外J とい
う）を上まわることはラ皆無に近い現状が
同和地区 同和地区外 格 差
2 4. 2 1 9. 0 5. 2 
5 9. 0 5 8. 0 1. 0 
1 6. 8 2 3. 0 -6. 2 
間和地区 同和地区外 格 差
2 8. 6 1 8. 9 9. 7 
5 7. 5 5 9. 9 2 4 
1 3. 9 2 6. 0 -1 2. 1 
続いている。
特定の集団と他の集団との学力格差を分
析する方法としては，それ以外に「得点分
布（相対的段階評価分布） J比較があるが，
これにおいても，概ね「地区生J は低位群
に多く，高位群には少ないという傾向が指
摘されている。上のく表 1)は， 1992年京
都市における学力調査結果であるがラ「地
区生Jの学力傾向を端的に見ることができ
る0 6) 
調査によっては，高位群にも「地区生J
の得点分布が以前より広がり，いわゆる 2
極化傾向を指摘するものもある。ただ，そ
の場合であっても，特徴的な点は，「地区
生」の学力分布が，「地区外」より低位に
多く，高位に少ないという「ズレ現象」と
なって現れることにある。
各教科における「領域別J の得点比較に
おいても，ほぽ全領域において「地区生J
の方が低い。全国同和教育研究協議会委員
長小西清則はヲ γ小学校5年生と中学2年
生に学力に関わる調査と生活及び状況を調
査したが，（中略）学力テストの160問のう
ち，部落の子どもの方が正解の率が高かっ
たのはわずかに 4問。うち 3間は差別問題
に関わる国語の問題でそれを除くと 1問だ
け」、「高校進学した県内の『同和』地区の
どもで，中学3年生時の成績が日本育英
会奨学金の申請資格の一つである評定平均
値3.5以上だった子どもは約2害しと報告
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く表2) 京都市「平成6年度の同和地区中学3年生に係る10段階評定の推移（%）J 
小1I小2I小3I小4I小5I小6I中11中2I中3
下位群（ 1～3評定）（標準分布3o %) I 2 1 I 2 6 I 2 1 I 3 1 I 3 3 I 3 3 I 3 6 I 4 o I 4 4 
H立群（8～1 0評定）（標準分和30 %) い4I 33 I 32 I 2s I 25 I 24 I 25 I 20い4
出典）京都市向和問題懇談会「今後における京都市同和行政の在り方についてj （意見具申）平成8.11 p 32 
している。 7)
出題がむつかしくなればなる抵ど，全体
に「地区生J との格差が拡大し，無答が増
加する傾向が高くなる点も共通した特徴と
いえる。
調査の多くは，学年進行とともに，学力
がどのように相対的変化をとげたかという
経年変化を明らかにしていないが，上の京
都市＜表2＞では，小学校3年生まで「地
毘生J の方が下位群に少なく，高位群に多
い。しかし，小学校4年生で逆転し，その
後学年進行とともに格差が拡大する傾向が
見られる O 8) 
( 2 ）「学習評定J に見る学力
r学力検査J以外に，学力水準を測定で
きるものに，学校で通常「通知票J 「成績
表」等で用いられている総合的な学力評価
で， 5段階や3段階等で示される「成績評
定Jがある。この「学習評定J は，どうし
ても教師の主観が入る余地があるため，調
査は 1県だけである。 r地区」の小学生は
顕著に評定が低位とはいえないが，中学生
になれば国語＠数学＠英語とも低位に多く，
高位に少ない傾向が見られる。
( 3）「進学率J に現れる学力
「地区生J の教育（学力）水準を知る有
力な手がかりには， r進学率」「進学校種＠
コース」「中退率」等がある。
よく知られているように，「地区生J の
r高校進学率J格差はヲ概ね縮まったとは
いえ，格差がなくなりきらないという現状
が長年続いている O 9）高校進学の内容を詳
しく見ていくと，「高校進学希望J では，
「土也区生J の全日制国公立高校への進学希
望自体が全市の 2/3しかない。そして，
実際に受験し，希望どおりに進学達成した
比率は約50%となっている。10)
その影響もあってか，「地区生」の高校
進学は，国公立高校より私学高校の方が多
いという r公私逆転現象」が長年続いてい
る。ω私立高校への進学者が多いという背
景の一つには，同和奨学金の支給によって
経済的に支えられている点がある。さらに，
「地区生J の高校進学率が高まったとして
も，その半数は大学進学をほとんど前提と
しない高校への進学であるという研究もあ
る。12)
高校中退率が高いことも全国的な特徴に
なっている。京都市における高校中退率は，
「土也区生J が全市の約3倍近くあり，この
高校中退者を差し引けば，「地区生」の実
質的高校卒業率は約70～80%台と，実質格
差はさらに開くことになる。13)
「地区生j の短大。大学進学率について
は，京都市の場合は全国平均より高いが，
それでも全市の 1/3～ 2/3しかなし進
学先では4年制大学より短大への進学比が
全市より高い現状が見られる。14)
( 4）まとめ
これら特徴を要約すれば，「地区生J の
学力実態は， 2極化傾向が生じつつあると
しても，小学校の低学年であまり見られな
い学力格差が，中学年から現れはじめ，高
学年や中学校へと学年が進行するにつれ，
拡大していく傾向にある。それが，高校進
学希望に影響し，国公立高校への進学希望
格差，進学達成率格差や私学高校への進学
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比逆転現象となって現れてくると考えられ
る。
高校進学率全体としては格差が相当縮ん
だかに見えても，その内実は高校中退率の
高さ，大学への進学を前提とした高校。コ
ースへの中学校からの進学格差となり，結
果的には大学進学率格差となって顕在化し
ているといえる。
可也区生J の学力は， r~和J 地区内の
過去と比較した限り向上しているかに見え
てもラそれは了地区外J と棺対的格差をも
って，追いかけるような形で向上している
といっても過言ではない。「地区生Jの
「相対的学力J は，ここ20年近く変化して
いないという指摘もある。15）これが，「地
区生Jの置かれている特徴的な学力実態と
いわざるをf尋ない。
3.親の γ階層J が学力に強く影響
「地区生J の低学力を規定する要因を探
ろうとして， 1980年代後半から「生活実態
調査J と r学力調査J，さらに γ意識調
査」も行われている。学力形成に影響を持
つ諸要国だけでなく，その中で最も相関性
の高い要因についての研究もすすめられて
いる。
学力規定要因は大きく「親＠家族の生
活」「児童＠生徒の生活J 「学校生活」とい
う生活場面に分類でき，各々はコミュニケ
ーションや基本的生活習慣や学習支援等で、
結びついている。また，コミュニケーショ
ンのような心理的な要素の高い関係もあれ
ば，学習支援のような経済的要素が強い関
係もある。各実態調査分析から得られた
可也区生J の特徴的な低学力要因を要約す
れば，次のようになる。16)
( 1 ）家庭的要因
家族に関わる学力要因としては，「同
和」教育に眠らず，一般的に指摘されてい
ることではあるが，「親の階層（学歴＠職
業＠経済条件）」が第一に指摘されてい
る。17）同様のことは，「地区生J について
もみられる。18)
ところが，生活保護受給世帯とそうでな
い世帯，さらに両親がいる世帯と単親世帯
との子どもの学力をクロス集計し，それを
「地区生J と γ地区外j とを比較した和歌
山県調査を再分析した高田は，学力が「非
生活保護＠両親J極の子どもの方が高く，
r生活保護＠単親J極の方が低くなる傾向
があるという分析を行った。これらの結果
は，「地区生JJ 地区外J に共通している
としながらも，「地区生J の方が両極にお
いて，低位の方にズレるという特徴をもっ
ている。「地区生J の学力は，同じ親の階
層要因にあっても，低くなる点に注目すべ
き特徴があると見てよい019) 
「親の養育態度」ではヲ「幼少時の絵本
等の読み聞かせ」や「日常の会話」が，学
力に影響を与えているとする調査があり，
「会話の内容j が，学校か娯楽によっても
学力への影響差がでている。
「親の進路期待」ではラ小学校では「地
区外J との差はないが，中学校になれば低
しラ格差が開く傾向がある。高等教育希
望は，高学歴な親ほど高くなる傾向が「地
区J 内外ともあるが，この点でも「地区J
の方が低い。「地区J の親の意識に，教育
や学歴不要感が高いとの指摘もある。
「地区生」のテレビの所有率が高いこと
や高額の小遣いを不定期に受け取る傾向が
高く，テレビやラジカセなど電化製品等で
「自分だけが使う持ち物数Jが多いほど，
学力が低くなるという傾向も指摘されてい
る。
親の買い与え傾向は，京都府の保育調査
でも指摘されている。ほめ方＠しかり方に
おいて9 親が同じ学歴であっても「地区」
の方に否定的要素が高い。この点、は，次に
みる子ども自身の基本的生活習慣において
も，同じ傾向として指摘されている020) 
「学習支援J に関しては，「参考書や間
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題集，本の冊数」と γ塾や習いごと」が学
力に影響を与えている。通塾と学力の棺関
係数は高い。「通塾J が，学習理解度を最
も強く規定する変数とする調査研究もある。
( 2 ）子ども自身の生活要因
子ども自身の家庭生活における基本的な
生活習慢に関する学力規定要因としては，
r朝食の有無」と「テレビを見る時間J が
ある。「朝食の有無J は，子どもの夜の過
ごし方や就寝＠起床時間との関わりが大き
い。 rテレビを見る時間」では，学力が高
＠低位とも，「地区生」の方が棺対的に長
い傾向にある。
家庭での γ学習時間J が学力規定要因と
なることは当然であるが，「学習方法」で
は，勉強でわからなかったとき自分で調べ
たり，相談相手との相関も指摘されている。
「地区生」は，勉強がわからなかったら
「放っておく J ことが，低学力の方に相対
的に多い。しかし，高学力の子は「放って
おく」ことが，逆に「地区外J より少ない。
その場合，自分で調べるより，塾や教師に
聞くという傾向が見られる。
「土也区生J の進学希望に関しては，「地
区外J より総じて低いという傾向が指摘さ
れている。
ところで，子どもの基本的生活習慣は，
一面子ども自身の問題であるように見える
が，親の影響を強く受けている。苅谷は，
高校生の学校外での勉強時間が以前と比ベヲ
減少している調査分析を踏まえラ「問題は
こうした変化がどの高校生にも同様に生じ
ているわけではない点にある。勉強時間の
滅り方は，親の職業や学歴といった家庭的
背景と関係しているJ 「親が高学歴である
ほど，勉強時間が長くヲしかも18年間での
変化も小さい。また，父親が専門＠管理職
である場合と他の職業の場合とを比べると，
専門＠管理職の子どもほど勉強時照が長く，
その減り方も小さいoJ rどれだけ勉強する
かが個人の努力を示すとすれば，以上の結
果は，そうした努力にも家庭環境の違い
（階層差）が反映していることを意味する。
育つ環境によって個人の知的能力が違うこ
とは研究者によって指摘されてきたが，ど
れだけ勉強するか（させるか）という努力
さえもが家庭環境によって異なり，しかも
その差の拡大が示されたのである。努力の
差の拡大が学力差と結びつくとすれば， ＠ 
＠＠階層間の学力差も拡大している可能性
がある」という指摘に注目したい022) 
( 3）自己概念
子どもが自分自身の性格や行動をどのよ
うにとらえているかという γ自己概念J と
学力の相関は，「社会観J よりも「自尊感
情」に認められヲとりわけ「耐性欠如J
（がまん強くないこと）にあらわれるとす
る調査もある。
下地区生J に特徴的なことは，学力に低
位な子どもがに自尊感情が高い点、である。
可也区生J の自己概念に関する次の分析結
果は，興味深い。
「第ーは，勉強や成績のことがだんだん
気にならなくなり，自信もなくなってきて
いることをあげている。地区の子どもは，
勉強や成績のことが中学生になるにしたが
って，しだいに気にならなくなり，自分を
『いくら勉強しでも成績は上がらなしユ』と
思っていること。これは，すでに小学生の
段階から自信を失い，中学生に進むと fい
くらやってもわからない』という“あきら
め”をもつようになっていると考えられる
こと。したがって，将来への展望や学力向
上も，希望をもっていないという点を示し
て，この実態をしっかりと受け止めなくて
はならない重要な課題と示している。
第二は，自分について余り考えず，今の
自分の姿に満足していることをあげている。
地区の子どもは，『自分の短所について』
あまり悩まず，自分を rつまらない人間』
とは思っていないこと。自分のことや成績
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のことは，あまりくよくよ考えても仕方な
い，勉強ができるとかできないで人間の価
備は決まらない，という“したたかさ”と
“ひらきなおり”の姿として評価する反面，
この実態から抜け出せない限り，自分自身
を高めようとする意欲や行動はつくれない
と指摘している。
第三には，親とのいさかいが多く，親と
の信頼関係も薄いと感じていることがあげ
られている。つまり，『家の人と喧嘩する
ことが多いか』と『親は自分を信頼してく
れていると思うか』という質問から，地区
の場合は小学生も中学生も『喧嘩すること
が多い』と答えており，『親との信頼関
係』も小学生は『信頼してくれているとは
思わない』と約1/3が答えていることを
見過ごせないことと指摘している0J 23) 
この分析結果は，学力向上に対する取り
組みにおいて，「地区生Jの心理や感情を
前提とした働きかけを必要としている。た
だ，自己概念と学力は双方向の関係にあり，
児童＠生徒の心理や感情への働きかけは，
学力向上と表裏の関係にあるという点にも
注目しておきたい24）。
「自己概念J ではないが，学校生活に関
して，「学校が楽しい」という感情や学校
での勉強が「よくわかるJ という思いが，
学力に相関していることが認められている。
「地区生」の場合，低学力の方に学校不適
応感が強い。「地区生J は，学校は楽しい
とか学校での勉強がよくわかると感じてい
る子どもは，「地区生J 内においては相対
的に学力が高いが，全体からみれば学力が
低い傾向にある。そんなに学力が高いとは
いえないのに，学校での授業はよくわかる
という感じ方をしている点に特徴がある。
4.「同和J地区の生活実態
学力規定要因研究等によれば，「地区
生」の低学力実態の諸要国は多岐にわたる
としてもヲ要因間研究では，親の学歴＠所
得＠職業といった「親の階層」に強い相関
が指摘されている。その一方で，「地区J
の生活実態の大幅な改善がなされたという
認識が，同和対策事業の廃止の前提になっ
ている。つまり， γ住環境」が向上すると
共に，「生活基盤の広がり」や「広範な所
得階層の形成などj で，一定の変化＠向上
を遂げてきたこと，「所得の2極化傾向J
や γ保護者の最終学歴や所得などの状況が
大きく改善されているJ との指摘である。
学力規定要因からすれば，仮に親の生活水
準（所得や学摩）が向上しているなら，子
どもの学力も向上するはずで、ある。確かに，
「地区生Jの学力にも 2極化傾向が見られ
るなどの変化もあるが，それでも「地区
外」と比べると学力が低位に「ズVJると
いう特徴について，分析できていない。
円也区生J の低学力実態とその学力規定要
因研究は， γ地区Jや親の生活実態を再検
討する必要性を投げかけていると思われる。
そこで，親や「地区」全体の就労，所得
。収入，学歴などについて，平成3年実施
の『京都市同和地区住民生活実態把握事業，
実施報告書（概要版）』 25)（以下「実態調査」
という，等を用いて，まず再検討してみる。
(1）「同和」地区の収入と就労
「実態調査J によれば，「地区J の世帯
収入は，①500万円から1,000万円までの比
率は，京都市とほぽ伺じとなっている②
200万円未満の世帯が，京都市のほぼ1.5倍，
全国の 2倍ある。③200万円から500万円未
満までの世帯は，京都市に比べ少ないとな
っていて，「地区J のtl:t帯収入は， 500万円
から700万円未満の山と100万円から200万
円未満の山に確かに 2極化している。以前
は「地区J の収入は概ね低かったことに比
べれば，今日ではそこそこの収入のある世
帯も増えているように見える。
この年収500万円以上の家庭が具体的に
どんな世帯かを，「実態調査」は言及して
いない。一方，昭和59年の前回「実態調
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査」と同様，可也区J有業者のうち約3人
に1人が公務員とされている。この公務員
の年収は「実態調査J によれば，約90%が
300万円以上700万円未満にあり，なかでも
500万円～700万円未満にはその半数強の
53.8%が集中していることからして，「地
区」の世帯年収500万円以上ある家庭の多
数は，公務員を家族にもつ共働きを含めた
世帯であると推測しうる。
公務員の特徴の第1は，過半数が現業職
で，次に多い専門的＠技術的職業では，給
食調理員＠ホームヘルパー＠運転手といっ
た「職種に偏りのある公務員J という特徴
がある。第2は，給与が， γ地区」の公務
員の場合，先の専門的＠技術的職業より現
業職の方が，年収が高いという特徴があげ
られる。残業やボーナス等の諸手当を上積
みして，先のような年収になっているとい
う点である。第3は，年齢構成で，前回調
査より400人近くも公務員が減少している
なかで，若い世代の公務員の減少が激しい
ことである。従って，今後40代.50代に多
い公務員が年々退職していけば，「地区」
の就職状況と苦帯収入は近い将来，急速に
悪化＠下降していくことが予想される。ち
なみに，比較的年齢の高い「地区J の公務
員の多くが中途採用であり，定年退職まで
の雇用期間が短く，基本給の低さと重なっ
て，その退職金や年金が相当低いという
態もある。
公務員以外の有業者の収入は，「年収100
万円以上400万円未満に約57%が分布し，
低い年収区分において比率が高くなってい
る」と指摘されている。公務員以外の収入
は，相当低い。これが， 2極化のもう一方
の世帯層といえる。
その他，「土也区」の職業＠収入全般に関
して特徴的な点は9 「生活保護」比が高い
ことである。また，「無業者」は，一般的
には家事＠通学が多く含まれるが，「地
区J ではどれにも属さない「その他の無業
者」が5人に 1人の割合にある。（市民比
の2倍）公務員を除く雇用形態では，臨時
＠日雇いが37%に達する。
γ実態調査J の分析責任者である仲島は，
「あとがきJで，無業者の中の「その他」
（失業その他）については，「30歳未満の
人々の場合， 10%を超え，京都市との格差
が大きいのですが，就業希望も高く，その
具体化のためには是非支援体制を充実する
必要があるJ と提言しヲ有業者については
「京都市関係職員としての就業が職業の安
定＠定着化に結びついているJ としながら
も，「雇用者全体としての年収の増加をは
じめ，各種の労働条件の改善を実現するた
めには，それだけではなく京都市関係以外
の民間企業への就業が増し，そこで r常
雇』化を初めヲ従業上の地位の改善を果た
すことが重要な役割を担っています。そし
てこのことが同和問題の解決にとっていか
に重要であるかは，衆自の一致するところ
だ」と指摘している。
最近，現業公務員の一般選考採用が始ま
り，「地区J における若い世代の公務員採
用は急減し始めている。公務員以外の民間
企業への就職は，不況下の中で，見通しが
明るいとは言えない。とりわけ，保育所＠
学校に子どもを通わせる親の職業＠収入の
現状と将来は，厳しいと思われるo
r地区」の生活実態が向上したと言われ
ているが，それは特定職種の公務員に支え
られ，しかも一時的な現象といえる。この
ように見ていくと＠「地区生J の低学力実
態に見られる諸特徴は，「地区Jのなお厳
しい収入＠就労実態が今なお存在している
ことを，私たちに投げ返しているように思
える。
( 2 ）親＠家庭＠「土也区J の教育水準
仲島は，「この就業状況の改善には，良
好な健康状態の維持や教育程度の向上に待
っところが大きい」と述べ，健康面は一定
改善されてきたが，「教育面ではヲ調査結
果として初等教育（小学校）の修了者が10
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く表3) 40歳代以下の教育程度の比較－京都市、京都市同和地区（単位：%）
λ~ 初 等 高 等 在 ラ,ll乙ゐ京都市 開和地区 京都市 開和地区 京都市 同和地区
1 0イ吃 5. 1 1 1. 7 0. 0 0. 0 8 1. 1 7 1. 9 
2 0 代 5. 6 1 7. 8 3 2. 7 1 6. 1 2 6. 0 6. 8 
3 0代 9. 1 2 8. 5 4 4. 3 2 0. 0 0. 8 0. 5 
4 0 代 2 2. 6 6 8. 3 2 4. 4 4. 6 0. 1 0. 0 
出典）京都市市民局同和対策室『平成3度京都市同和地区生活実態把握事業実施報告警（概要版）』 P23
教育程度 i 初 等
く表 4) 教育程度の比較（総数）（横構成比：%）
不就学中等
?? ? ??
2 1. 6 
5 6. 9 
0. 2 
3. 5 
京都市（平成2年国勢調査）
同和地区総数
4 0. 9 
2 6. 5 
2 2. 9 
6. 9 
1 4. 4 
6. 2 
出典）京都市市民局同和対策室『平成3度京都市同和地区生活実態把援事業実施報告書（概要版）』 P23
数%あるのが現状でありヲまた高等教育
（大学）修了者も，京都市の半数程度の比
率でありますので，とりわけこの教育面で
の着実な改善が引き続き重要な課題であ
るoJ と指摘する。今日の社会においてはラ
一般的に教育水準が，人間の労働の質や就
職を規定し，社会的地位をも決定する傾向
が強いことを9 その是非は別にして，否定
することができない。しかもヲ親の学歴が
どもの学力や教育達成の強い要因になっ
ているという指摘を踏まえるなら，親や家
族と「地区J全体の教育状況の現状把握が
とならざるを得ない。
f"j;也区J の「保護者」層の最終学歴につ
いては，不就学と義務教育段踏が半減し，
逆に高校や大学＠短大等が倍増しているこ
とが指摘されている。26）上記く表3> 
は， 40歳代以下の年齢の最終学歴を細かく
みたもので，く表4）は「地区J全体の
終学歴である。
く表3）からわかることは，青年層と呼
ばれる10代で，学校に通学しているのは
72% （京都市全体では81%）で， γ地区
タトJ との聞に約10%の聞きがあることであ
る。さらにラ 20代となると就学率は 7%
（京都市26%）にすぎずヲ全体との聞にき
わだった格差が見られる。27)
「地区」の「保護者」層の最終学歴が以
前と比較すれば向上したとされるがラ小学
校卒業のみは40歳代で68%,30歳代で29%ヲ
そして20歳代でも18%,10歳代でも12%も
ある。 40歳代以下は，義務教育期間が中学
校までになった世代であるにかかわらず，
小学校卒のみのパーセントが京都市民の 2
倍～3倍もある。大学卒業は， 20歳代 0 30 
歳代とも市民の半分ヲ 40歳代では市民の 1
/6である。 20歳代で現在ラ学校に通って
いる市民が26%に達するのに対し， γ地
区」は 7%しかないという現状にある。28)
最近の親の教育程度（最終学歴）は向上
してきたもののヲそれはまだ親一世代ぐら
いであってラく表4＞に示されるように，
祖父母や叔父＠叔母等は義務教育修了程度
がかなり多い。 γ地区」全体の教育程度は，
社会全体の教育程度から一歩も二歩も取り
残されラ「地区外」のそれを追いかけては
いるが，なかなか追いつけていないという
のが実状である。
歴史的経緯からすればラかつて「地区
外J の見童＠生徒がほぼ全員義務教育段階
を終えていた時，「地区生」には多くの長
欠児童＠生徒がいてラ義務教育段階すら終
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了できなかった。これが終戦前に生まれた
祖父母世代の教育実態である。戦後20年代
に生まれた「地区生」（現在，中学生～大
学生の親の世代）がヲ義務教育段階を終え
るようになった時には，「地区外」の 4人
に3人は高校に進学していた。この時「地
区生」は， 4人に 1人しか高校に進学でき
なかった。
その後，部落解放運動の高まり等で実現
した同和教予言や同和対策事業によって，昭
和30年代以降に生まれた「地区生J （現在ヲ
小学校～高校生の親世代）は，高校進学率
では，「地区外」水準にまで近づいた。し
かし，中退率は高く，大学を前提とした学
校やコースに入学したのは少ない。 γ地区
生」の大学進学率は，「地区外」のほぼ1/
2で，それは「地区外」の30年前の大学進
学率と同じであるといえる。
これらは，績や子を取り囲む「地区」と
いう地域＠血縁集団において，教育ストッ
クともいうべき基盤が脆弱で、あることを物
語っている。市民との比較でみれば，一時
代前の教育状況のなかでヲ「地区J の子ど
もは生活しているということになる。
「地区（地域） J というの教育力につい
てはヲ今日改めて注目されつつある。地区
教育力を高めるため，学校や地区施設の果
たすべき役割ヲネットワーク化とシステム
作り，住民参加のあり方等が，論議され始
めている29)0 
( 3）まとめ
「地区生J の学力は，「地区外J と比較
した場合，親が同じ階層にあっても低位方
向への「ズレ現象Jが特徴となっているが，
それには親＠家族＠親戚＠近所等の「地
区」全体の収入＠就労や教育水準＠ストッ
クの脆弱な実態が強く影響していると考え
られる。その点、でヲ下地区生」の教育＠学
力を考察するにはラ家庭だけでなく，部落
（地区）全体の「階層J 「教育力J の分析
がラ今後ますます重要になってくる。
本稿では言及できなかったが，「地lR」
の住環境は，改良事業等によって一定の向
上をとげたとはいえ，居住面積は狭心市
民の約半分しかない。画一的な住宅建設は，
結婚時や子どもの成長に伴う若年層や壮年
層の人口流出を招き，「地区」の人口減と
老齢化を促進している。特に，高い収入階
層の流出が著しいとも指摘されているが，
それは，「地区」の産業＠教育＠地域活動
などに極めて深刻な影響を生じさせているo
r地区生」が激減する都心の同和校がラ隣
接校と統合できない状況なども，子どもの
学校教育に支障をきたしているとも言われ
ている。
ム学校改革と同和対策事業廃止を迎えて
(1）学校は「親の階層J等の規定要因を
克服し得るか
一方，これら実態調査や学力規定要因分
析は，学校で平等に学力形成＠向上がはか
られているという前提に立って，他の要因
分析を行っている。確かに学校は，子ども
の学力向上に有効な要因であるとしてもラ
問題はその効果が親の属性＠階層の違いを
乗り越えて，公平に子どもに行き届いてい
るかという点にある。学校が，児童＠生徒
自身の責任に帰せられない要因をカバーし
きれずラ学力向上に強い影響力を持ちえな
いならば9 子どもは自らの出生の悲劇を呪
うしかない。親もまたそうならばヲ学力形
成も宿命的なものとならざるを得ない。こ
れらの連鎖を断ち切ることがラ同和教育に
おける学力保障の基本的観点であった。
しかしラ学校＠教師と子どもの学力との
関連について，日本ではほとんど調査分析
がなされていない。このような調査ついて
はラ 1965年アメリカでのマイノリティに対
する「教育機会の平等に関する調査研究
(EEOS)Jとして有名な「コールマン
報告」がある。この調査目的はヲ黒人と白
人の分離教育の状況，マイノリティは均等
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な教育を受けているか，マイノリティの学
力状況，学力と教育状況との棺関を明らか
にすることにあったが，その結論は「子ど
もの背景や社会の一般的状況とは独自に，
学校が子どもの学業成績に及ぽす影響は，
ほとんど存在しないJ というものであった。
γコールマン報告J は，学校が学力に影響
を与える要因は少ないということを明らか
にしたのである。30）この報告を検証するた
めに，アメリカではそれ以降，教師の態度
や授業の様子などをこまかく観察 e記録＠
分析する調査研究も行われたが，その結果
もまた学校は不平等の再生産を行う場とい
うものであった。31)
その後，エドモンズは先のEEO S調査
から一定の基準を適用し， 800校から55校
のマイノリティの学力向上に r効果のある
学校（エフェクティプ＠スクール） J を発
見した。次にこの55校と，これらの学校と
規模や人種＠階層構成，立地条件の似通っ
た「効果のない学校J を選び，長期にわた
って双方に観察調査員を送り，それぞれの
学校の施設＠設備の条件から教職員の態度
に至るまでの観察記録をとり，この二つの
種類の学校における違いが何であるのかを
明らかにした。32)
この「効果ある学校（エフェクティブス
クー ル） J については，鍋島が詳しく紹介
している。結論だけを紹介すれば，エドモ
ンズが，他の調査結果も含め「効果のある
学校」の特徴として，以下の 6点を提示し
ている。
①学校運営者の強いリーダーシップ
②すべての子どもたちに対する高い期待
③安全で秩序があり，かつ，硬直化して
いない学校の雰囲気
④基礎的な学力の習得を最優先課題とし
ていること
⑤他の課題からこの最優先課題にエネル
ギーをシフトしようとする意欲
⑥生徒の達成度の恒常的な把握
また，鍋島は， γコールマン報告Jやエ
ドモンズが，共に学校効果の測定に際して
「ペーパーテストを主たる方法として測定
されるアカデミック＠アチーヴメントJ を
採用している事実に着目し，その現実的意
味を次のように指摘する。それは「現代社
会においては人間の諸能力の中で社会的な
成功と密接な関係にあるということをその
是非はともかく，直視しなければならない
とする立場Jであり，学校には多様な目標
があるにしても「アカデミック＠アチーヴ
メントのマスタリーという点でのみ学校効
果を測定し，この点における（教育結果
の）平等性の確保をなによりも優先される
べき政策的課題と考えている」からだと述
べている。33)
( 2) 2002年「ゆとり J と「生きる力」を
強調する教育の陰で
さて，わが国では， 2002年度から完全学
校週五日制が実施され，「新学力観J vこ基
づく「ゆとりの中で，自ら学び考える力を
育成するJ ことをめざした学校改革がスタ
ートする。ところが， fゆとり J r指導内容
の厳選＠スリム化J r教科の多様化と学校
裁量の拡大」を提唱する今度の学校改革は，
第一に公教育の「学力保障」が弱まってい
くことが懸念されている。
佐藤は， r生きるfJ や「ゆとり」とい
う「ムードの言葉Jが学校改革のスローガ
ンになっている点を懸念し，そこには rい
まの子どもたちは知育偏重の教育のもとで
学校でも家でも勉強に追われ疲れている，
という俗論」が前提となっていることを指
摘する。そして，海外との勉強時間や読書
調査をもとに，「わが国の子どもたちは
『知育偏重』の被害者どころか，ますます
知的経験から疎外され逃走している」現実
を指摘し，「学習権の公的保障の問題」を
含めた諸提言を行っている。34)
第二に学校改革は，子どもの「学習権の
保障J，とりわけ「学力保障」をより一層
私事化させ，学力が γ親の階層」によって
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一層左右されることも憂慮されている。
苅谷は，文部省が業者テストと偏差値と
を公立中学から排除し，公教育が γ聖域
イL できたようにみえても，「必要悪は必
要性をもつかぎり，公教育の外で生きつづ
ける」と指摘する。そして，入試の合否を
予測の資料は，「テスト業者や予備校など
の公教育の外部にゆだねられる」結果を招
き，「受験産業という影の教育J と「公教
育j という「二重構造J が急激に進行する
という。そしてラ「このような教育の二重
構造のもとでは，塾や予備校に行く生徒ほ
ど有利になる。その結果ヲ教育機会の社会
階層聞の格差が今以上に拡大することが予
想される」点を問題提起している。35)
文部省は業者テストや偏差値を学校で廃
止してから，初めての「中学校進路指導実
態調査J結果を本年3月25日にまとめたと
新聞で報じられた。それによれば，生徒が
志望校を選択する場合の理由において，
r自分の学力にあっていたから」をあげる
ものが最多となっており，高校の r序列」
を優先させる傾向がなお変わっていない現
状が明らかになっている。また，「志望校
選択の参考にした事柄J のトップが「学校
でのテスト結果や成績J (41. 9%）で，次
が下校外で受けた模擬テストの結果J
(22. 2%）となっているというのであ
る。36)
この調査結果は，教育達成（進路選択）
における基準としての γ学力」の持つ意味
と教育の私事化がラ深く進行していること
を物語っているように思える。
( 3）学力向上を最優先した同和教育を
京都市は＇ 1964年「教育の全分野におい
て，それぞれの公務員がその主体性と責任
で同和地区児童＠生徒の r学力向上』を至
上目標とした実践活動を推進する」という
短文と次の「（注）若干の説明」から構成
された「同和教育方針J を策定し，以来こ
れを基本的に継承してきた。
「（ア）従来，方針書が多方面から出て
いるが，いずれも抽象的であったり単なる
作文であり，実際的活動とは縁の遠いもの
であったことを反省し，簡明に要所だけを
指摘し，行動とつながるものにするため当
面の重点施策として掲げた。（イ）教育の
場には当然同和地区以外へのいわゆる啓蒙
活動があるが，そのことのために中心であ
るべき同和地区自体への働きかけがにぶ、っ
たり，また，そのことで，こと足れりとし
てきた実状にかんがみ，ことさらに一般市
民への啓蒙活動をあげなかった。勿論，必
要でないということではない。（ウ）同和
地区の経済力向上をなす基本として生徒の
就職が提起されるべきだが，これとても学
力の向上が先決であるという意味である。
また，進学の問題ラ非行問題もしかりであ
る。」
一殻的に，同和教育方針は，「地区生」
への教育的働きかけ（いわゆる「人権とし
ての教育J）と「地区J 「地区外J への啓発
＠部落問題指導（いわゆる「人権について
の教育J）が行われている。この r向和教
育方針」は，同和教育の多様な実践課題を
「地区生」の「学力向上Jへと焦点、化し，
他の課題を構造化した点で，全国的に特異
な方針といえる。この方針はラ保障すべき
「学力J 内容を明確にはしていないがヲ従
来「社会的J に測定しうる「ペーパーテス
ト」等のいわゆる「狭義の学力J保障とし
て取り組まれてきた。
京都市はヲ現在この方針の変更を検討し
ておりラさらに学校改革2002年には，同和
対策事業を終結し，高校＠大学の同和奨学
金等を廃止するとともに，放課後に実施さ
れていた「センター学習J の縮小も予定し
ている。また，学力の内容も「広義J化す
る方向にある。そうなれば，「地区生」
は9 3年後，学校「改革J と事業廃止のダ
ブルパンチを受け，先に見た γ地区」の生
活（収入＠就労＠教育＠老齢化や人口流
出）状況のなかで，「地区生J の学力は，
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今以上に低下していくという危倶を押さえ
きれない。
そのなかで，今一度「同和教育とは何
か」という原点、を再認識する必要がある。
同和教育は，子どもの健康や教育が，親や
「地区J という外在的要因によって，負の
影響を受けている現状を打破して，どのよ
うな親の「属性」にある子どもであっても，
その能力等を伸ばすことができるし，その
ことが公教育の責任であるとして取り組ま
れてきた。この点にこそ，同和教青が提起
してきた普遍的意味がある。当初，同和教
育は，長欠。不就学児の解消を中心とした
教育の「機会」均等の権利保障として実施
されてきたが，その後，「地区生」が学校
に登校できるようになると，教育の「結
果J を平等に保障する内容に発展してきた。
そしてヲ教育「結果」としての「学力保
障Jが求められてきた。
その r学力保障」の内実については，同
和教育においても論議されてきた経緯があ
る。「狭義の学力J を「受験の学力J と批
判し，「解放の主体形成」をも包括した
（広義の）「解放の学力J が提起きれてき
た。しかし，両者を対立的にとらえ，二者
択ーを求めるのではなしいずれにしても
「狭義の学力保障」は，必要不可欠である
という点を見落としてはならない。それは，
部落問題の解決にとって就職の機会均等の
権利保障が不可欠であるということになれ
ば，学力とは何かという探究や是非は別に
して，「テスト結果J 「偏差値」「通知票＠
内申書」等々が現実にあり，各種資格試験
等や上級学校の選抜や就職等の社会生活に
おいて，これらの結果が重要視されている
という現実がある以上，エドモンズらが着
目した「アカデミック＠アチーヴメント」
は，無視できないからである。
その点で「地区生」の低学力実態を克服
し，教育における「学力結果J の平等を保
障することは，「学力観J，学校「改革」や
同和教育行政がどのように変化しようと，
実現していかなければならない最重点課題
である。そして，これは，「地区生J の問
題にとどまらず，同和教育が投げかけてき
たところの公教育と学校の γあるべき姿」
への問いかけでもある。
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ABS’"'RACT 
Academic Achievement among the Children from "Dowa" Districts, 
and Factors Determining Their Educational Achievement 
一一－with particular reference to proposed school reform starting 
in 2002 and the termination of ”Dowa polices”一一一
日itoshiT AKEGUCHI 
The Japanese government plans to terminate, or at least greatly modify, its spe” 
cial educational measures to assist members of Japan’s“discriminated communities”＊ 
in the financial year 2002. The measures, designed to enhance the academic achieve幽
ment of children from these communities, and to assist them in proceeding to employ-
ment or higher education, will be scrapped as part of a far-reaching educational re-
form, which will see the end of Saturday lessons and a new charter for elementary and 
junior high school education. 
The impending abolition of these special assistance measures does not, however, 
mean that the problem has been resolved. On the contrary, educational under-
achievement by Dowa children remains a serious and long”term cause for concern. 
Moreover, recent research shows that parental social class (expressed in terms of in岨
come, education, occupation, etc.), has a strong influence on the educational achieve” 
ment of children. 
This paper offers a critical appraisal of the thinking behind the 2002 reforms, 
which reflect the one”sided perception that improvements in the material conditions of 
Dowa communities obviate the need for educational assistance. This assumption, that 
once children are in affluent surroundings they can be left to take care of their own 
educational development, is being used to justify more selective, diverse and limited 
guidance for children of discriminated groups. The paper points to the danger that this 
approach could actually lead to a further deterioration in the educational standards 
achieved by these children. 
* i .e.Dowa communities : as a term we could use“discriminated communities" with （“”）， 
as it is actually not grammatical, that is, it can be madea term for convenience sake. 
